経営革新計画推進事業（人材支援事業）企画提案公募実施要項
（目的）

本業務は、県内中小企業の持続的な成長・発展を目的に、特定の業種に限定せず、幅広く新事業活動にチャレンジする県内中小企業に対して、経営革新計画の作成又は実施に伴い不足する人材を中小企業者等に紹介、派遣することで、新事業展開に必要な人材の確保等、各企業の成長段階に応じた包括的支援を行う。
なお、本業務の実施にあたっては、労働者派遣業務に専門的なノウハウを有する事業者に委託するため、受託者を選定するための企画提案公募を実施する。
１　委託事業の内容

（事業名）

　　経営革新計画推進事業（人材支援事業）
(委託内容）
　　・派遣労働者の公募

　・岡山県が指定する支援対象企業への労働者の紹介予定派遣

　・派遣労働者の勤怠管理

　・派遣期間終了時の直接雇用支援

・その他、詳細は別紙　委託業務仕様書のとおり

（事業目標）
　派遣労働者数２０名程度（１社につき１名、２０社程度を採択）

※派遣される労働者が従事すると想定される主な業務

　　・経理、文書作成、企画など事務及び事務補助

　　・金属加工業及び食料品製造業等の製品製造及び製造補助

　　・新商品、サービスの顧客開拓、データ管理等の営業及び営業補助

（委託期間）

契約締結日から平成２８年２月２９日まで
（委託料）
予算の範囲内で、当初契約を締結する。当初契約額が本事業委託料の上限金額とする。
（予算規模）

上限予算額３３，１１０千円以内（税込、予定価格ではありません）
（その他）

・業務上知り得た情報を他に漏らさないこと

・本業務に関することで、新たな営利を得ないこと

・事業遂行上、必要な業務の一部を第三者に再委託する場合は、委託者の文書による事前の承認が必要となる。
２　公募参加資格

（基本的要件）
・一般労働者派遣事業及び有料職業紹介事業の許可を得ていること。
・国税及び県税を滞納していないこと。

・地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第1項（※）の規定に該当する者でないこと。
・岡山県から役務の提供の契約に係る入札参加除外の措置を受けている者でないこと。
・岡山県建設工事等暴力団対策会議運営要領に規定する指名除外を受けている者でないこと。
・会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続き開始の申立てがなされている者（更生手続開始の決定又は再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。
※地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第1項

（一般競争入札の参加者の資格）普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者を参加させることができない。

（業務執行体制）
岡山県内に事業所を有し、岡山県全域で当該業務を実施できること。
（専門的知識及び基盤）
当該業務に関する業務経験及び、専門的知識を有し、円滑な業務実施に必要な経営基盤を有していること。
３　参加手続き

（公募期間）
平成２７年５月１５日（金）から平成２７年５月２１日（木）１７時００分まで
（企画提案書提出先及び提出方法）
・提出先　　　 公益財団法人岡山県産業振興財団　経営支援部　中小企業支援課

〒７０１－１２２１　岡山市北区芳賀５３０１

ＴＥＬ　０８６－２８６－９６２６
ＦＡＸ　０８６－２８６－９６２７

・提出方法　　 郵送又は持参

（注意事項）
・企画提案書を提出する場合は、提出する意思がある旨を必ず事前に連絡すること。
・企画提案に係る費用は全て提出事業者の負担とする。

・提出された書類は返却しない。

・提出された企画提案書等は本業務の委託先選定にのみ使用する。

（提出書類）

　　・企画提案書（様式１）（２部）
　　・見積積算書（２部）
・付属資料（各１部）パンフレット等、事業者概要の記載された資料

登記簿謄本（発行後３ヶ月以内のもの）
一般労働者派遣業及び有料職業紹介業の許可証の写し

国税及び県税の完納証明書（本店所在地）

決算報告書（直近２期分）
その他企画提案上、必要と思われる資料

（企画提案書の様式）

・原則としてＡ４版（必要に応じて縮小等行うこと）

・片面印刷

・ダブルクリップ留め（ホッチキス留めは行わない）
（企画提案書の内容）
・事業者概要（企業概要、岡山県内及びその他地域での人材派遣事業の事業実績等）
・本事業における実施体制
・本事業における提案内容（以下の業務に関する実施方法）
a. 派遣労働者の募集及び選考

b. 支援対象企業に対するヒアリングの実施
c. 支援対象企業と派遣労働者とのマッチング、労働条件の調整等
d. 派遣期間中の勤怠管理

e. 派遣労働者の交代が必要になった際の対応

f. トラブル時の対応

g. 派遣期間終了時の直接雇用支援

h. その他、円滑な就労に必要な支援業務
（見積積算書の内容）
　　人件費及びそれに係る消費税の合計額が、総事業費の１０分の６以上を占めること。
・派遣労働者の人件費の総額（上限額）

（賃金、通勤手当、その他諸手当、社会保険料事業主負担分）
※派遣先企業における基本的な労働条件以外の人件費等（時間外勤務、出張旅費等）については、派遣先企業が負担するものとする。

・諸経費（労務費、消耗品費、印刷費、交通費、通信運搬費等）
上記の派遣労働者の人件費に一定の率を乗じて得られた額を計上すること。
なお、契約時にも人件費に同じ率を乗じて得られた金額が上限額となる。

・上記の２項目の総額に消費税率（８％）を乗じた額

　　
※対象とならない経費
・購入代金が３万円以上の機械・機器等の購入経費

・土地・建物を取得するための経費

・その他、事業との関連が認められない経費
（委託先の選定）

委託先の選定については、提出された企画提案書等の書面及びプレゼンテーション（２０分程度）に基づき、財団が設置する評価委員会で評価を行い、最も優秀な企画提案を行った事業者に決定する。
評価委員会でのプレゼンテーションは平成２７年５月２８日（木）に実施する。

（評価基準及び評価項目）
企画提案書等及びプレゼンテーションの内容は、以下の評価基準に基づき、下表の項目及び配分で評価を行う。
＜評価基準＞

①　岡山県全域での当該業務の実施

②　当該業務の執行に際する、必要な経営資源の配置

③　当該業務に従事する人員が有している経験・ノウハウ
＜評価項目及び配分＞

　・企画提案書及びプレゼンテーション

	評　　価　　項　　目
	評価配分

	派遣労働者が就業するまでの調整、支援
	２０％

	派遣期間中の勤怠管理、トラブル時の対応
	２０％

	派遣期間終了時の直接雇用支援
	２０％

	その他、円滑な就労に必要な支援業務の提案
	２０％


　・見積積算書
	評　　価　　項　　目
	評価配分

	経費積算が妥当かつ廉価であるか
	２０％


（委託事業者決定後の手続き）
評価の上、選定された事業者と委託契約を締結する。

なお、契約締結に係る費用は受託者の負担とする。

詳細な仕様については、提案内容に基づき、協議の上で決定する。
（契約保証金）

契約締結に先立ち、契約金額の１００分の１０以上の契約保証金の納付を求める場合がある。
〔様式１〕

経営革新計画推進事業（人材支援事業）企画提案書

平成　　年　　月　　日

公益財団法人岡山県産業振興財団

理　事　長　　　三　宅　　　昇　　様

所　　在　　地

名　　　　　称

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
経営革新計画推進事業（人材支援事業）について，下記の資料を添えて提案致します。

記

１　事業者概要（企業概要、岡山県内及びその他地域での事業実績、組織体制）

２　本事業における実施体制
３　本事業における提案内容
４　見積積算書
（付属資料）

・パンフレット等、事業者概要の記載された資料

・登記簿謄本（発行後３ヶ月以内のもの）
　・一般労働者派遣業及び有料職業紹介業の許可証の写し

　・国税及び県税の完納証明書

　・決算報告書（直近２期分）

・その他企画提案上、必要と思われる資料

企 業 概 要

	　本店所在地

	

	
	

	会社名


	

	代表者氏名


	（役職）
フリガナ
（氏名）

	設立年月日

	　　　　　　年　　　月　　日


	資　本　金


	　　　　　　　　　　千円


	最新決算期

	　平成　　　年　　　月


	売　上　高


	　　　　　　　　　　千円


	常勤役員数

	　　　　　名


	正規職員数

	　　　　　名


	契約社員数


	　　　　名


	臨時職員数

	　　　　　名


	そ　の　他

	　　　　　名


	

	　業　　　種

	

	許認可
	

	主要取引先
	

	沿　　　革
	

	　担　当　者


	（TEL）
	（FAX）

	
	（e-mail）

	
	（所属）

	
	（役職）
	（氏名）


	○岡山県内及びその他地域での人材派遣業の事業実績等（特に本事業同様の取組があれば記載してください）

	○本事業における実施体制（業務に携わる人員をわかりやすく整理してください）



	○本事業における提案内容（以下の業務に関する実施方法）
a. 派遣労働者の募集及び選考
b. 支援対象企業に対するヒアリング実施
c. 支援対象企業と派遣労働者との面接、労働条件の調整等
d. 派遣期間中の勤怠管理
e. 派遣労働者の交代が必要になった際の対応
f. トラブル時の対応
g. 派遣期間終了時の直接雇用支援
h. その他、円滑な就労に必要な支援業務の提案



